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交通の活性化及び再生に関する事項 

１ 関係者の役割 

⑴ 国の役割 
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⑷ 公共交通事業者等の役割 
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２ 関連する施策との連携 

⑴ 災害対策と連携した地域公共交通施策 

⑵ 大規模な感染症流行に備えた地域公共交通施策 

⑶ 共同経営等を活用した地域公共交通施策 

我が国では従来、地域旅客運送サービスの提供の確保は、民間事業者の能力

を活用して、利用者のニーズを前提として、それに対応するよう運送サービス

を提供するという形で進められてきたところである。 

しかしながら、地域旅客運送サービスは、住民の豊かな暮らしの実現や地域

の社会経済活動に不可欠であるにもかかわらず、近年、人口の急激な減少や地

域公共交通を担う運転者不足の深刻化、ライフスタイルの変化等に伴い、地方

部をはじめとして、民間事業者による運送サービスの提供の継続が困難となる

地域が増加している。 

他方、高齢化の進展や、高齢者による運転免許証の自主返納が進みつつある

こと等から、自家用自動車を運転できない高齢者等の移動手段としての公共交

通の重要性が増大しており、地域の多様な関係者が連携と協働（共創）を行

い、地域が一体となって地域旅客運送サービスの持続可能な提供を確保するこ

とが不可欠となっている。 

さらに、地方の中小の都市部など、民間事業者による運送サービスの提供が

可能なエリアにおいても、都市機能や居住の誘導といったまちづくり施策や、

近年の訪日外国人観光客の急増も踏まえた、交流人口を増加させるための観光

施策などと十分に連携して交通施策を進めることが重要となっている。官民や

交通事業者間、他分野との垣根を越えた連携と協働を進めることにより、運送

サービスの利便性・生産性を向上させながら、将来にわたる持続可能な地域旅

客運送サービスの提供を確保し、地域の活力を維持するとともに、個性あふれ

る地方の創生を推進していくことが求められている。 

また、ＭａａＳ（Ｍｏｂｉｌｉｔｙ ａｓ ａ Ｓｅｒｖｉｃｅ）等の新た

なモビリティサービスが出現しているなど、公共交通に関するＡＩ・ＩＣＴ等

の新技術や新たなサービスの効果的な導入によるＤＸ（デジタル・トランスフ

ォーメーション）の取組や、公共交通分野の脱炭素化に向けた車両の電動化や

再生可能エネルギーの地産地消等のＧＸ（グリーン・トランスフォーメーショ

ン）の取組により運送サービスの質の向上を図ることが求められるようになっ

てきている。 

このような状況の下、国民等の交通に対する基本的な需要が適切に充足され
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ることが重要であるという交通政策基本法（平成二十五年法律第九十二号）の

基本理念を踏まえつつ、交通ＤＸ・ＧＸ、地方公共団体や民間の多様な主体と

の共創、地域経営における連携強化等を通じ、利便性・持続可能性・生産性の

高い地域公共交通ネットワークへの「リ・デザイン」を進めることが喫緊の課

題である。 

本方針は、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成十九年法律第

五十九号。以下「法」という。）第三条第一項に基づき、地域のニーズや課題

に最も精通した地方自らによる地域公共交通のあり方についての主体的な検討

と、それに基づく地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する取組

を推進するための基本的な方針として定めるものである。 

一 地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の活

性化及び再生の意義及び目標に関する事項 

１ 地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の

活性化及び再生の意義 

急速な少子高齢化・人口減少時代の到来や移動手段に関する国民の選好

の変化等の社会経済情勢の変化に伴い、地域公共交通の利用者は長期的に

減少傾向にある。地方都市や過疎地域などにおいては、鉄道・軌道・バス

事業者といった公共交通事業者が不採算路線から撤退することにより交通

空白地帯が出現している。これに加え、近年、地域公共交通を担う運転者

不足が深刻化していることや、高齢運転者による交通事故の社会問題化に

伴い、高齢者の運転免許証の自主返納が進んでいるため、安心して運転免

許証を自主返納できるよう、高齢者が利用しやすい地域旅客運送サービス

を確保する必要があることなど、住民の移動手段の確保が切実な課題とな

っている。また、離島航路については、離島の少子高齢化・人口減少によ

る地域の活力の低下により輸送人員が低下しており、その維持・改善が問

題となっている。 

一方で、近年、訪日外国人観光客が急増しており、観光地における移動

手段を確保することが求められているなど、便利で利用しやすい公共交通

サービスの確保・充実は、地域の交流拡大・観光振興の基盤として重要で

あり、さらに、観光列車など移動時間を観光に活用する取組をはじめ、交

通やサービスそのものが観光資源として観光地等の魅力を増す役割を果た

し得る。 

さらに、急速な少子高齢化・人口減少社会において、都市の再生や地域

の活力の向上及び持続的発展を実現するためには、近年求められているコ

ンパクトなまちづくりとともに、拠点同士、あるいは拠点と居住エリアを

結ぶ地域公共交通の充実が必要不可欠であり、併せてバスや軌道の速達性

・定時性の確保や、ラッシュ時の車内混雑の緩和による快適性の向上等、

運送サービスの質の向上を図ることが重要である。また、公共交通は平均

値としては自家用自動車に比べて一人一キロメートル当たりの二酸化炭素

排出量が少ないことから、地球温暖化対策の観点からも一層大きな役割を
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期待されている。 

また、ＡＩ・ＩＣＴ等の新技術や、ＭａａＳ等の新たなモビリティサー

ビスが出現してきている。こうした新たな技術・サービスの地域公共交通

における活用を通じた利用者の利便性向上を目指し、公共交通事業者だけ

でなく地方公共団体や地域の関係者も含めて議論・検討を進めていくこと

が必要になってきている。 

こうした地域公共交通に対する社会的要請に的確に応えるためには、と

もすれば民間事業者の事業運営に任せきりであった従来の枠組みから脱却

し、地域の総合行政を担う地方公共団体が先頭に立って、公共交通事業

者、住民・利用者、学識経験者をはじめとする地域の関係者が知恵を出し

合い、合意の下で、路線やダイヤ・運賃の見直しや新たな技術の活用によ

り地域公共交通の改善を図りつつ、公共交通のみでは移動ニーズに対応し

きれない場合には、スクールバスや福祉輸送、商業施設の送迎サービスな

ど地域の輸送資源を総動員し、加えて地域における移動需要の創出を図り

ながら、全ての地方公共団体において、地域旅客運送サービスの持続可能

な提供の確保に努め、その実現に向けて地域公共交通の活性化及び再生を

図ることが重要である。 

２ 地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の

活性化及び再生の目標 

地域公共交通の活性化及び再生に関する地域のニーズや課題は多種多様

であり、地域の関係者が地域公共交通について総合的に検討し、その地域

にとって最適かつ持続可能な公共交通のあり方について合意形成を図り、

合意に基づき各主体が責任を持って地域旅客運送サービスの持続可能な提

供の確保を推進することが重要である。このため、具体的には、次の目標

を追求すべきである。 

⑴ 住民、来訪者の移動手段の確保 

地域公共交通のあるべき姿を検討するには、まず住民の基本的な生活

と社会参加の機会を確保するという観点に立つことが重要である。その

上で、その活性化及び再生を図るためには、利用者の目線に立ってその

あり方を検討する必要があるが、自家用自動車による移動に比べて遜色

のないシームレスな運送サービスを確保するとの観点から、また、ハー

ドとソフトの両面から、必要な施策を総合的かつ一体的に展開する必要

がある。 

地域によっては、公共交通事業者の不採算路線からの撤退等により交

通空白地帯が出現するなどの問題が生じており、運転のできない学生・

生徒、高齢者、障害者、妊産婦等の移動手段の確保が重要である。ま

た、離島航路については、離島の住民の日常生活を直接支える移動手段

であり、生活物資の輸送手段でもあることから、その維持・改善は重要

である。 

加えて、地域社会の活力の維持・向上の観点からは、住民の通勤、通
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学、買物などの日常生活上不可欠な移動に加え、地域公共交通の維持・

改善により文化活動やコミュニティ活動、遊びのための活動、その他様

々な活動のための外出を容易にすることを通じて、外出機会の増加を図

ることが重要である。 

地域においては、住民、来訪者の移動手段を確保するため様々な取組

が行われており、コミュニティバス、乗合タクシー、市町村やＮＰＯに

よる自家用有償旅客運送の導入、地域公共交通会議の設置等はその一例

である。さらに、住民、来訪者のニーズにきめ細かに対応していくた

め、タクシーの活用、スクールバスや福祉輸送、商業施設の送迎サービ

ス等地域の輸送資源の総動員のほか、移動需要の創出など多様な取組を

進めていくべきである。 

その際、地域公共交通について、路線ネットワークに限らず、運賃や

ダイヤなどサービス面からも積極的な見直しを行うなど、利用者目線に

よる地域の移動手段の確保を進めるべきである。 

また、やむを得ず地域公共交通の路線、航路や区域（以下「路線等」

という。）が廃止に至ってしまう場合でも、十分な検討を経ずに廃止路

線をコミュニティバスで代替するといった個別的、局所的な対応をする

のではなく、関係する公共交通事業者やＮＰＯ、地域の住民、学識経験

者などの地域の幅広い関係者と議論しつつ、必要に応じて、異なるモー

ドに転換する、代替の地域旅客運送サービスの提供者を公募により選定

するなど、地域旅客運送サービスが地域の実情や住民・来訪者のニーズ

に即した形で継続されるよう、地方公共団体が中心となって、幅広い視

点から検討や調整、協議が行われることが重要である。 

さらに、高齢者、障害者等の自立した日常生活及び社会生活を確保す

ることの重要性に鑑み、地域公共交通のバリアフリー化についても一層

進めていくべきである。 

⑵ 地域社会全体の価値向上 

地域公共交通の活性化及び再生は、交通分野の課題の解決にとどまら

ず、将来の都市構造の構築に向けたまちづくりにおいても重要である。

さらには、観光振興や健康・医療、福祉・介護、教育、環境など様々な

分野で大きな効果をもたらすものである。地域公共交通を地域社会全体

の価値向上のための手段としてとらえ、その活性化及び再生を通じて、

地域社会全体の価値向上を実現することが重要である。具体的には、地

域の実情に応じ次の目標を追求することが考えられる。 

① コンパクトなまちづくりの実現 

深刻化する人口減少社会において都市の再生を図るためには、コンパ

クトなまちづくりの実現により市街地の拡散に伴う低密度化を抑制し、

人口密度の維持を図ることが重要である。その実効性を担保するため、

諸機能が誘導・確保された拠点同士、あるいは拠点と居住エリアを結ぶ

地域公共交通を充実させ、利用者のニーズに合致した運送サービスを提
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供することが重要である。 

② まちのにぎわいの創出や健康増進 

まちのにぎわいの創出、歩いて暮らせるまちづくりによる健康増進と

いった観点から、「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりとも連

携しながら、地域公共交通による移動の利便性を向上させ、公共交通と

自家用自動車の適切な役割分担を目指すことが重要である。 

また、地域公共交通の利用促進による外出機会の増加は、地域住民の

健康増進に寄与するとともに、将来にわたる医療・介護分野における公

的負担の軽減につながることも期待されることから、地域公共交通と福

祉は密接な関係にあるため、地方公共団体における部局を横断した連携

の一層の充実を図り、両分野の施策を推進していくことも重要である。 

③ 観光振興施策との連携による人の交流の活発化 

便利で利用しやすい公共交通は観光地等の魅力増大に資するととも

に、交通やサービスそのものが観光資源として誘客に活用できることか

ら、国内外の観光客を含む地域外からの来訪者との交流を活発化させ、

地域活力の増進を図る際には、地域公共交通の充実により、観光旅客等

の来訪者の移動の利便性や周遊性を向上させることが重要である。ま

た、観光交流の促進による利用増加は、地域公共交通を持続可能なもの

とする上で重要な要素である。このように、地域公共交通と観光は相互

に補完的な関係にあることから、公共交通施策と観光振興施策が連携す

ることが重要である。 

観光立国推進基本計画（令和五年三月三十一日閣議決定）において

も、観光旅行者の来訪の促進に必要な交通施設の総合的な整備、観光旅

行の促進のための環境整備、交通事業者が観光事業者と連携して行う、

観光地の魅力向上・高付加価値化に資する取組において、地域公共交通

の活用が期待されている。 

また、外国人観光旅客の来訪の促進等による国際観光の振興に関する

法律（平成九年法律第九十一号）においても、訪日外国人観光客の公共

交通の利用に係る利便を増進するために必要な措置の実施について定め

られているところであり、近年の訪日外国人観光客の急増を踏まえ、多

言語表記による情報提供機能の強化や公衆無線ＬＡＮその他のインター

ネット環境の充実、キャッシュレス決済の導入など、公共交通における

インバウンドのニーズに対応した環境の整備が一層重要になってきてい

る。 

④ 地球温暖化対策をはじめとする環境問題への対応 

第五次環境基本計画（平成三十年四月十七日閣議決定）においては、

低炭素の実現による循環共生型の社会が目指すべき持続可能な社会の姿

であるとされており、環境負荷の低減を図るためにも、自家用自動車へ

の過度な依存を見直し、公共交通の利用促進及び公共交通自体の更なる

低炭素化を図ることが重要である。 
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⑶ 安全・安心で質の高い運送サービスの提供等 

⑴・⑵を効果的かつ着実に実現するためには、安全・安心で質の高い

運送サービスの提供等を確保することが基本となる。具体的には、次の

目標を追求することが重要である。 

① 安全・安心な運送サービスの提供 

公共交通においては、事故や危険のない安全・安心な運送サービスの

維持が必要不可欠である。そのために、持続可能で安全・安心な運送サ

ービスを提供できる健全な事業体制を確保するとともに、こうしたサー

ビスを最前線で担う運転者等の人材不足の改善を図っていくことが重要

である。 

さらに、高齢者、障害者をはじめとして、誰もが安全・安心に利用で

きる運送サービスの提供を実現するため、公共交通機関の旅客施設や車

両等のバリアフリー化に積極的に取り組むことが必要である。加えて、

バリアフリー化の実現のためには、ハード・ソフト両面の取組が不可欠

であることを踏まえ、バリアフリー設備を使用した適切なサービスの提

供、利用者支援、適切な情報の提供、職員等関係者に対する教育訓練

等、ソフト対策を推進することが重要である。 

② シームレスな運送サービスの提供 

公共交通については、自家用自動車による移動に比べて遜色のないシ

ームレスな運送サービスといった観点で考える必要があるが、この場

合、複数の公共交通の乗継利便の向上が重要であり、鉄道、軌道、バ

ス、旅客船等の乗降場を近接して配置するほか、病院、スーパーマーケ

ット、道の駅、地域の観光施設等にバス停を設置すること等による快適

な乗換拠点の整備、ダイヤの連携、ＩＣカードを活用した乗継運賃の設

定等といった公共交通同士の連携やパークアンドライド等の推進がより

求められる。 

こうした連携については、市町村等の公共交通事業者以外も含めた多

様な主体による取組が重要である。 

③ 定時性の確保、速達性の向上 

バス、軌道等の公共交通の走行環境の改善や輸送力の向上、ＬＲＴ

（ライト・レール・トランジット）やＢＲＴ（バス・ラピッド・トラン

ジット）、高速船の導入等による、公共交通の定時性の確保、速達性の

向上が求められる。 

④ 乗りたくなるサービスの提供 

車両や船舶のデザイン等のイメージ、振動の抑制等による快適な乗り

心地や優れた居住空間の確保といった快適性の確保、地域のニーズに合

わせたルート設定やきめ細かな運賃・料金設定における工夫等による魅

力的な運送サービスの提供が求められる。 

⑷ 新たな技術やサービスの活用による利便性向上の促進 

近年の公共交通に関する新たな技術やサービスは、利用者の利便性の
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向上や運送サービスの提供に係る効率性の向上に資するものであり、積

極的な活用が望ましい。具体的には、地域の実情に応じ、次の目標を追

求することが重要である。 

① 新たな技術を活用した利用者の利便性向上 

スマートフォンによる運行状況や経路検索の提供、案内標識の多言語

表記及び駅構内・車内における公衆無線ＬＡＮ環境の整備、地域公共交

通に関する情報提供を充実させるための取組や、ＩＣカード・二次元コ

ード等のキャッシュレス決済の導入促進、オンデマンド交通におけるＡ

Ｉ活用の取組など、幅広い分野で新たな技術を活用して利用者の利便性

を向上させることが求められる。 

② 新たなモビリティサービスを活用した利用者の利便性向上 

新たなモビリティサービスであるＭａａＳは、個々の利用者の移動ニ

ーズに対応し、移動以外の多様なサービスとも連携しながら一括した検

索・予約・決済等を提供するものであり、移動の利便性向上にとどまら

ず、まちづくり、インフラ整備などの課題の解決のための有効な手段と

しても期待されることから、地域の関係者の議論の下で取組を進めてい

くことが重要である。 

③ データの共有・利活用の促進 

データに基づく関係者間の議論を促進するため、各公共交通事業者の

持つ運行情報などのデータについて積極的に共有を図るとともに、潜在

的な需要喚起にも有効である個人の移動等のモビリティデータについ

て、セキュリティ対策の観点にも留意しつつ、その積極的な利活用に取

り組むことが必要である。 

二 地域公共交通計画の作成に関する基本的な事項 

１ 地域公共交通計画の記載事項 

⑴ 地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通

の活性化及び再生に関する基本的な方針 

地域が目指すべき将来像及びその骨格となる公共交通軸を具体的かつ

即地的に定めるとともに、その将来像の中で公共交通が果たすべき様々

な役割を明確化した上で、公共交通の活性化及び再生に向けた取組の方

向性を定めることとする。地域公共交通に関するニーズや課題はそれぞ

れの地域によって多種多様であるため、地域の真のニーズやその地域の

抱える問題を精査した上で検討を行う必要がある。検討に当たっては、

地域旅客運送サービスの持続可能な提供を確保する観点から、特に次の

点に留意することが重要である。 

① まちづくり、観光振興等の地域戦略との一体性の確保 

地域経営の視点から、立地適正化計画（都市再生特別措置法（平成十

四年法律第二十二号）第八十一条に規定する立地適正化計画をいう。以

下同じ。）をはじめとするまちづくり、観光振興等の地域戦略と一体で

地域公共交通を考えることにより、人々が集う拠点、観光スポットにお
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ける公共交通の利便性を高めるほか、都市の骨格となる公共交通軸の形

成を図り、地域公共交通のサービスの充実と利用者の増加とを一体で実

現することが必要である。 

持続可能な都市の実現のためには、医療、福祉等の都市機能の誘導・

確保や公共交通沿線への居住の誘導を行うコンパクトなまちづくりと連

動しながら、駅やバスターミナル等の交通結節点周辺に生活関連施設等

の機能を集積させ、沿線の需要の創出を図ることにより、都市全体とし

ての価値を高めていくことが重要である。そのためには、地域の実情に

応じ、都市機能へのアクセスを確保するための幹線交通、中心部におけ

る循環型の交通、幹線交通と連絡した支線交通の路線形成・改善や、運

賃やダイヤなどサービス面での利用者の利便性向上と、交通結節点の整

備による乗継円滑化や、コミュニティバス、乗合タクシー、自家用有償

旅客運送など多様な運送サービスの導入、他分野との垣根を越えた連携

と協働などを一体的に進めることが不可欠である。 

歩行者、自転車及び公共交通優先のまちづくりを図る上では、歩行空

間や自転車利用環境の整備、駅やバスターミナル等の交通結節点の整

備、トランジットモール等の導入、パークアンドライドの推進、駐車場

の配置等も併せて検討することが考えられる。 

各種施策の具体化に当たっては、駅を中心とした交通結節点の整備な

ど短期的に実施できるものから、中長期的に実現するまちづくりまであ

らゆる取組が考えられるが、構想・計画策定段階から、まちづくりとコ

ンパクト・プラス・ネットワークの根幹である公共交通を一体的に捉

え、地域一丸となって検討・推進することが重要である。 

また、観光の振興を図るためには、観光客の移動手段を確保すること

や交通やサービスそのものを観光資源として活用すること等も含む、観

光地の魅力向上・高付加価値化を図る観点から、地域公共交通の充実を

図ることが不可欠である。このため、地域における観光の振興に関する

施策と地域公共交通計画に位置付けられる施策との一体性を確保するこ

とが重要である。 

② 地域全体を見渡した地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保 

地域全体の公共交通をネットワークとして総合的に捉え、異なるモー

ドや幹線・支線の役割分担も明確にしつつ、交通機関相互の連携を十分

に図るとともに、地域の需要に対応し、重複路線等に留意して公共交通

全体の効率性を向上させるとともに、路線ネットワークに限らず、運賃

やダイヤなどサービス面も踏まえ、地域公共交通の利用者の利便性を向

上させることが必要である。 

これに加えて、路線バスやタクシーといった従来からの公共交通のみ

では地域の移動ニーズに対応しきれない場合には、自家用有償旅客運送

や、スクールバス、福祉輸送、商業施設の送迎サービスなど他の交通手

段による補完を行いながら、地域の輸送資源を総動員し、かつ、移動需
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要の創出や交通ネットワークの統合等を行いながら、移動手段を確保し

ていくことが重要である。 

③ 地域特性に応じた多様な交通サービスの組合せ 

人口密度や自然条件等の地域特性に応じて、鉄軌道、路線バス、コミ

ュニティバス、デマンド交通、タクシー、自家用有償旅客運送、スクー

ルバス、福祉輸送、旅客船、海上タクシーなど多様な交通手段を有機的

に組み合わせて、地域の実情に応じ、最適な地域旅客運送サービスの持

続可能な提供を確保することが重要である。 

このうち、タクシーについては、地域の移動ニーズにきめ細かく柔軟

に対応することができる公共交通サービスとして重要な役割を担ってい

るところ、その積極的な活用が重要である。 

交通手段の組合せに当たっては、自家用自動車、自転車や徒歩との接

続を考慮するとともに、ＬＲＴ・ＢＲＴの整備やＡＩを活用したオンデ

マンド交通、超小型モビリティ、グリーンスローモビリティ、シェアサ

イクルの活用、さらにはこれらを連携させたＭａａＳの導入等も視野に

入れるべきである。 

加えて、買物代行や高齢者の見守りサービス等、旅客運送と併せて実

施可能な様々なサービスの提供や、貨客混載の実施等、限りある地域の

人的・物的資源の有効活用を図りつつ、生産性向上を推進することも重

要である。 

④ 住民の協力を含む関係者の連携と協働 

地域公共交通は、住民の買物や通院など、日常生活に当たっての移動

手段であるだけでなく、コミュニティの形成に当たって不可欠な地域の

共有財産としての役割も有している。地域公共交通の利用者たる住民の

ニーズを的確に反映させるだけでなく、住民が主体となって地域公共交

通を考え、さらには運営にも関わるといった積極的・継続的関与を行う

ことが、地域公共交通の持続可能性の確保の観点からも必要である。 

また、企業、学校等において可能な限りモビリティ・マネジメント

（教育や啓発により住民を公共交通の利用に誘導する手法）を実施する

ことにより、住民の間に地域公共交通についての意識の醸成を図ること

が重要である。 

さらに、地域の多様な関係者が連携と協働を行い、分野の垣根を越え

て、地域における潜在的な輸送需要に的確に対応することで、地域の既

存の人的・物的資源を有効活用した移動手段の確保が期待される。 

⑵ 地域公共交通計画の区域 

地域の住民の通勤、通学、買物、通院といった日常生活に関して形成

される交通圏を基本とすることとし、個別的、局所的なものにならない

よう留意すべきである。人口減少が進む中で、可能な限り財政支出を抑

えつつ住民の利便を維持していくためには、各市町村が単独で全ての都

市機能を担うことには限界があり、生活圏を形成する複数の市町村が連
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携して都市機能の確保に取り組んでいくことが重要になる。このため、

地域公共交通計画の区域の検討に当たっては、交通圏の範囲が複数の市

町村にまたがる場合は、関係市町村や都道府県が連携して、地域にとっ

て最適な地域旅客運送サービスの持続可能な提供を確保するよう取り組

むことが重要である。 

また、複数市町村間で地域公共交通計画の区域を設定する場合には、

必要に応じて、都道府県が当該地域における調整役として地域公共交通

計画に参画するよう、市町村から当該都道府県に対して要請を行うな

ど、都道府県と連携して地域の公共交通の課題に取り組むことが必要で

ある。 

その際、都道府県は、要請があった地域について、当該都道府県内の

移動における幹線的な公共交通の充実や複数市町村にまたがる移動の確

保を進める必要がある場合などには、積極的に地域公共交通計画の作成

に参画することが望ましい。このように、市町村と都道府県とが適切な

役割分担に基づき、緊密に連携を図りながら、地域公共交通計画の作成

に取り組むことが重要である。 

一方、合併により広大な面積を有する市町村及び離島を含む市町村を

はじめとして、市町村の行政区域中に複数の交通圏が存在する場合も想

定され、このような場合には、当該市町村は、単独で又は当該交通圏を

構成する他の地方公共団体と共同して、複数の地域公共交通計画を作成

することができる。 

加えて、広域的な地域公共交通計画が作成された場合において、当該

地域公共交通計画の区域と一部区域が重複する交通圏が存在する場合

は、当該交通圏について別の地域公共交通計画を作成することができ

る。ただし、この場合には、両計画の整合性を確保することが必要不可

欠である。 

⑶ 地域公共交通計画の目標 

⑴の基本的な方針に即して、目標を設定することとする。目標の設定

の際には、地域の関係者が共通認識を持って取組を推進することができ

るよう、可能な限り具体的かつ明確な目標を設定する必要がある。それ

ぞれの地域の公共交通サービスが現状においてどのレベルにあるかをで

きる限り客観的に認識した上で、地域が自らの目指す方向性を可能な限

り具体的な数値目標として明示することが重要である。特に、地域公共

交通の利用者数や収支状況、当該地域公共交通の維持・確保に投じられ

る公的負担額など事業の効率性に関する指標について、定量的に設定す

るよう努めるものとする。 

その際、公共交通利用者数の増加や採算性の向上といった公共交通の

利用状況に関する目標についても、その達成自体が地域の将来像の実現

に直結するものではない点に留意しながら、地域公共交通計画に定めら

れた事業に関するＰＤＣＡサイクルを強化し、実効性を高めていくため
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には、客観的な指標を設定することが有効であることを踏まえ、可能な

限り定量的に設定することが望ましい。 

また、地域公共交通の確保・充実により、経済振興や健康・医療、福

祉・介護、教育、環境等の他の行政分野における公的負担額を間接的に

軽減しているクロスセクター効果があると考えられること、加えて多様

な関係者の主体的な参画を促す観点から、単に事業・施策を実施した結

果であるアウトプットのみに着目するのではなく、その実施により交通

が生み出す成果であるアウトカムに着目して目標を設定することが望ま

しい。 

⑷ 地域公共交通計画の目標を達成するために行う事業及びその実施主体

に関する事項 

地域公共交通計画の目標を達成するために必要となる事業及びその実

施主体の検討に当たっては、まず、地域旅客運送サービスの持続可能な

提供の確保の観点から、地域公共交通計画の区域における地域公共交通

を一体的に地域公共交通計画の対象とした上で、目標を達成するために

提供されるべき地域旅客運送サービスの全体像を明らかにすることが重

要である。具体的には、目標を達成する上で必要となる路線等を明確化

するとともに、各路線等における運行形態、運行頻度や運賃などのサー

ビス水準の目安を設定することが考えられる。その上で、これらの地域

旅客運送サービスを実現するために必要な事業及びその実施主体を整理

し、地域公共交通計画に記載することとする。 

その際には、新たに実施する取組だけでなく、既存路線の維持といっ

た継続的な取組や、公的支援の有無にかかわらず、民間事業者による取

組を記載するほか、公共交通サービス以外のスクールバスや福祉輸送、

商業施設等の送迎サービスなどの地域の輸送資源を総動員する取組、地

域の関係者との連携と協働の取組も含め、地域公共交通計画の目標達成

のために必要となる事業を可能な限り網羅的に記載することが望まれ

る。各種事業が相互に連携して相乗効果を創出し、その利便性及び効率

性の向上が図られるよう、地域の関係者の間で十分な調整を行い、事業

間の整合性を確保することが重要である。 

地域公共交通に関するニーズや課題は多種多様であることから、その

活性化及び再生に当たっては、地域特性に応じて多様な交通サービスを

組み合わせることに加え、地域の多様な関係者が連携と協働を行い、地

域の実情に応じ創意工夫を凝らして、事業を実施していくことが重要で

ある。このため、地域公共交通計画には、地域旅客運送サービスの持続

可能な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生に関する取組

を幅広く盛り込むことが望ましい。具体的には、潜在的需要を含む地域

の実情に応じて、コミュニティバスの運行、タクシーの積極的活用、地

方鉄道の活性化や地域のバス交通のサービス改善等による活性化、地域

のニーズに合わせた航路設定や運航ダイヤの改善、地域の創意工夫によ
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る地域独自のサービス提供の取組や試行、ＬＲＴやＢＲＴ等の導入、バ

ス、軌道等の走行環境の改善や輸送力の向上、バリアフリー化の推進等

のサービスの向上、既存の路線等の再編や他の種類の事業による代替、

等間隔運行ダイヤや定額制乗り放題運賃の設定、自家用有償旅客運送の

導入、ＩＣカード・二次元コード及びバスロケーションシステムの導

入、快適な待合環境の整備等、地域の移動手段の確保や利便性の向上の

ための様々な取組に加え、モビリティ・マネジメントの促進等、公共交

通の利用促進のための住民や公共交通の利用者、地域の企業や施設等に

よる連携と協働の取組等について定めることが考えられる。 

地域公共交通計画に定める事業については、その着手予定時期、実施

予定期間について可能な限り具体的かつ明確に記載することとする。な

お、当面事業の実施の見込みがない場合にあっては、事業の具体化に向

けた検討の方向性を記載し、事業が具体化した段階で、地域公共交通計

画を適宜変更して事業の内容について記載を追加、修正するものとす

る。 

また、地方公共団体は、国庫補助金（地域公共交通確保維持改善事業

等）だけでなく、社会資本整備総合交付金や財政投融資の活用、他分野

との連携による資金の確保、民間からの投資・融資、寄附金の受入な

ど、多様な資金の調達方策の検討・活用等を通じて、事業を推進する上

で必要な資金を確保するよう努めるものとする。 

地域公共交通の持続可能性を確保する観点からは、公共交通機関の利

用促進、自家用自動車の使い方の見直し等の住民による各種取組や一定

の負担も織り込んだ形で、地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確

保を図ることが重要である。 

なお、事業の検討及び実施に当たっては、三に定める事項にも留意す

ることとする。 

⑸ 地域公共交通計画の達成状況の評価に関する事項 

地域公共交通計画の達成状況の評価の方法としては、地域公共交通計

画に定めた数値目標と実績値を比較して行うことが考えられる。ただ

し、評価に当たっては、地域公共交通が、定量的に把握することが困難

な価値や外部効果を有することにも留意しながら、アウトカム指標の状

況の検討を通じて、ＰＤＣＡサイクルを回すことが必要である。 

評価を行う時期については、原則として、毎年度、地域公共交通計画

に定められた施策の実施状況に関する調査、分析及び評価を行うことと

し、その評価結果に基づき、地方公共団体や地域の関係者が議論を行っ

た上で必要と認めるときは、当該地域公共交通計画の内容を変更するこ

とが望ましい。なお、地方公共団体が評価を行った際には、その結果を

国土交通大臣に送付することとなるが、必要に応じて、当該結果に基づ

いて、国土交通大臣から助言を受けることができる。 

また、地域公共交通計画の目標を着実に達成する観点からは、毎年度
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の定期的なフォローアップに加え、七に定める事項に留意しつつ、地域

公共交通計画に位置付けられた各種事業の実施状況を適切に管理するこ

とが重要である。 

⑹ 地域公共交通計画の期間 

地域公共交通計画の期間は、五年程度を原則とするが、地域公共交通

計画の目標として定める内容や地域の実情等を踏まえて、柔軟に設定す

ることを妨げない。また、地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確

保と一体的に取り組むべき、まちづくりに関する事業の中には、事業期

間が長期間にわたるものもあるため、地域公共交通計画は、設定される

計画期間を超えて中長期的に地域が目指すべき将来像も念頭におきつ

つ、作成することが適当である。 

加えて、計画期間中又は計画期間終了時における計画見直しの手順等

についても明示することが望ましい。 

２ 都市計画等との調和 

地域公共交通は地域社会全体の価値を向上させるための手段の一つであ

り、その活性化及び再生は、まちづくりをはじめ、観光振興、健康・医

療、福祉・介護、教育、環境など様々な分野と密接な関係を有する。 

このため、地域公共交通計画を作成する地域において、立地適正化計

画、観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律（平

成二十年法律第三十九号）第四条に規定する観光圏整備計画や、地球温暖

化対策の推進に関する法律（平成十年法律第百十七号）第二十一条に規定

する地方公共団体実行計画など、他の分野の計画が策定されている場合に

は、地域公共交通計画にその旨を明示し、これらの計画との連携を図るべ

き旨を地域の関係者が十分に共有した上で、取組を行うことが望ましい。 

とりわけ、公共交通は、都市の装置として重要なものであり、都市の骨

格を形成するという観点から、都市計画、都市計画法（昭和四十三年法律

第百号）第十八条の二に規定する市町村の都市計画に関する基本的な方

針、中心市街地の活性化に関する法律（平成十年法律第九十二号）第九条

に規定する中心市街地の活性化に関する施策を総合的かつ一体的に推進す

るための基本的な計画との調和の確保に留意する必要がある。さらに、公

共交通はコンパクト・プラス・ネットワークの根幹をなすものであること

から、地域公共交通計画と立地適正化計画の作成や見直しを同時期に行

う、両計画を一つの計画として作成するなど、一体的に作成することが望

ましい。両計画の作成過程においては、公共交通の担当部局とまちづくり

の担当部局の双方が情報共有などの連携を図りつつ、積極的に両計画の作

成に係る業務等を行うことにより、地域公共交通の確保・充実と居住・都

市機能の誘導が好循環をもたらしながら効果的に図られるよう、十分に内

容の調整を行うべきである。 

また、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十

八年法律第九十一号）第二十四条の二に規定する移動等円滑化の促進に関



- 16 - 

する方針及び同法第二十五条に規定する移動等円滑化に係る事業の重点的

かつ一体的な推進に関する基本的な構想、港湾法（昭和二十五年法律第二

百十八号）第三条の三に規定する港湾計画との調和の確保にも留意する必

要がある。 

３ 協議会 

協議会は、地域公共交通に関わる多様な主体が、その最適かつ持続可能

なあり方について総合的に検討、合意形成を行い、その合意がなされた取

組を実施するために、各主体間の意見調整を図る場であり、地域の関係者

が一体となって地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地

域公共交通の活性化及び再生を推進する上での中心的な役割を担うもので

ある。 

このため、地域公共交通計画の作成及び実施に関する協議に当たって

は、可能な限り協議会を活用することが望ましい。地域における公共交通

の「リ・デザイン」の実現に向けては、協議会の運営方法等の一層の工夫

によって、協議会が有効に機能し、地域の多様な関係者間での協議が活発

に行われることが重要である。 

⑴ 協議会の構成員 

地域公共交通計画を作成する地方公共団体、関係する公共交通事業

者、自家用有償旅客運送者、道路管理者、港湾管理者に加えて、必要に

応じて関係する都道府県、公安委員会、住民、高齢者や障害者を含む公

共交通の利用者のほか、連携と協働を効果的に推進していくため、福祉

・介護関係事業者やＮＰＯ、商業施設、地元企業、病院、学校、観光事

業者、次代の地域社会を担う若者、まちづくりの推進を図る活動を行う

団体等の多様な主体が参画し、活発な議論を行い、それぞれが相互に連

携、協力をしつつ、主体的に地域公共交通の活性化及び再生に取り組む

ことが重要である。地域公共交通に関する専門的な知識の有無にかかわ

らず、幅広い分野からの参画を促すには、地域の公共交通の活性化及び

再生に向けた検討・議論の材料となるデータについて、協議会で共有す

ることが効果的である。 

地方公共団体の内部においても、交通部局のみならず、まちづくり、

観光振興、健康・医療、福祉・介護、教育、環境等を管轄する幅広い部

局からの参画が期待されるほか、地域公共交通の最適かつ持続可能なあ

り方を検討するためには、日頃から当該地域公共交通を利用し、その実

情をよく知る者の参画が欠かせない。 

また、協議会の意見調整を円滑に進める観点から、協議会を組織する

に当たっては、学識経験者等の地域公共交通の活性化及び再生について

専門的な知識を有する者を構成員に含めることが望ましい。さらに、地

域における移動データや商業など関連分野における移動以外のデータを

当該地域の公共交通の活性化及び再生に生かす観点から、様々なデータ

の調査・分析やマーケティングなどの手法に関して専門的な知識を有す
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る者を構成員に加えることも考えられる。 

なお、専門的な知識を有する者を協議会の構成員に加える際、国によ

る専門人材データベースなどを活用しながら選定するなど、地域にとっ

て必要な構成員が漏れなく協議会に参画できるようにすることが重要で

ある。 

協議会の構成員は、地方公共団体の判断により柔軟に追加することが

できる。地域の実情に応じて必要な構成員を追加することにより、協議

会に、新モビリティサービス協議会や道路運送法（昭和二十六年法律第

百八十三号）に基づく地域公共交通会議等の他の協議会の機能を付加

し、合同で開催するなど、事務手続に係る負担の軽減を図ることが可能

である。 

なお、地域の公共交通事業者等、道路管理者、港湾管理者、地域公共

交通計画に定めようとする事業を実施すると見込まれる者については、

協議会を組織する地方公共団体から地域公共交通計画の作成及び実施に

関する協議を行う旨の通知を受けた場合には、正当な理由がある場合を

除き、当該協議に応じなければならないこととされていることに留意す

る必要がある。 

⑵ 留意事項 

協議会における運営の透明性、公平性、実効性、効率性を確保する観

点から、協議会における協議事項、意思決定の方法、協議結果の公表方

法、会計の取扱い等に係る規約を定め、適切に協議会を運営することが

望ましい。特に、速やかに議事録を公開するなど、最大限の透明化を図

る必要がある。 

協議会の構成員は、当該協議会において協議が調った事項について

は、その協議の結果を尊重しなければならないとされていることに留意

する必要がある。 

また、協議会においては、地域の目指すべき将来像や、地域公共交通

計画の目標を達成する上で必要な公共交通サービスの水準等について、

可能な限り具体的に協議が行われることが期待される一方、協議会にお

いて公共交通事業者の間で、例えば公共交通サービスに係る個別具体的

な運賃・料金、運行回数、路線・運行系統等について合意がなされるな

ど、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和二十二年法

律第五十四号。以下「独占禁止法」という。）の規定に抵触しないよう

留意する必要があるが、地域における一般乗合旅客自動車運送事業及び

銀行業に係る基盤的なサービスの提供の維持を図るための私的独占の禁

止及び公正取引の確保に関する法律の特例に関する法律（令和二年法律

第三十二号。以下「独占禁止法特例法」という。）第十条に規定する共

同経営計画の作成を前提として協議を行う場合には、同法に基づく定額

運賃・料金、路線等の共同・分担運行、運行回数等の設定について、当

該協議会において複数事業者間で個別具体的に協議を行うことができ



- 18 - 

る。 

なお、地域公共交通計画の円滑な作成が行われる等の協議会の適切な

運営のため、国及び都道府県から、必要な助言を受けることができる。 

三 地域公共交通特定事業その他の地域公共交通計画に定める事業に関する基

本的な事項 

１ 地域公共交通特定事業について 

地域公共交通特定事業としては、具体的には、軌道事業の運送サービス

の質の向上を図る軌道運送高度化事業、バス事業及びタクシー事業の運送

サービスの質の向上を図る道路運送高度化事業、海上運送事業の運送サー

ビスの質の向上を図る海上運送高度化事業、事業構造の変更及び利用者利

便の確保を行うことにより旅客鉄道事業に係る路線の全部又は一部の区間

における輸送の維持を図るための鉄道事業再構築事業、廃止の届出がされ

た鉄道事業の再生を地方公共団体等の支援により図る鉄道再生事業、廃止

が見込まれる路線バス等について、公募により新たなサービス提供事業者

を選定し、地域旅客運送サービスを継続する地域旅客運送サービス継続事

業、貨客混載の取組の実施により公共交通の生産性向上を図る貨客運送効

率化事業並びに地域公共交通の利用者の利便を増進するため路線等の編成

や事業内容の変更、等間隔運行や定額制乗り放題運賃の設定等を行う地域

公共交通利便増進事業がある。地域旅客運送サービスの持続可能な提供を

確保する観点から、各々の事業の特性や、地域における公共交通の利用状

況、他の公共交通事業への影響、人口密度や自然条件等の地域特性等を踏

まえた上で、地域公共交通計画の目標を達成するために必要な事業を適切

に選択し、当該地域公共交通計画に記載するものとする。 

⑴ 実施計画の認定 

地域公共交通計画において、地域公共交通特定事業に関する事項が定

められたときは、当該地域公共交通特定事業を実施しようとする者は、

当該地域公共交通計画に即して当該地域公共交通特定事業を実施するた

めの計画（以下「実施計画」という。）を作成し、国土交通大臣に対

し、当該実施計画の認定を申請することができる。このとき、実施計画

に定める事項は、基本方針に照らして適切なものであることが求められ

る。実施計画の認定に当たっては、事業の目標、運行形態、維持・運営

コスト等を踏まえて、一２に掲げる目標を実現し、地域旅客運送サービ

スの持続可能な提供の確保に資する効率的で利便性の高い運送サービス

であるかどうか判断する。 

併せて、実施計画の内容を実現するための手段、実現性、関係機関と

の連携等が、地域公共交通特定事業を確実に遂行するために適切なもの

であるかどうかについても審査する。また、地域公共交通特定事業に関

する事項を定めた地域公共交通計画は、二１⑴に掲げる基本的な方針に

沿って作成されている必要がある。 

なお、実施計画の内容に変更が生じる場合には、変更認定の申請を行
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う必要がある。軽微な変更については、変更認定を要しないこととして

いるが、その場合であっても軽微変更の届出は必要であり、その他個別

事業法に基づくものも含め、必要な手続が行われるよう留意する必要が

ある。 

これらの点に加え、地域公共交通特定事業の実施のために鉄道事業法

（昭和六十一年法律第九十二号）、軌道法（大正十年法律第七十六

号）、道路運送法、海上運送法（昭和二十四年法律第百八十七号）、貨

物自動車運送事業法（平成元年法律第八十三号）又は貨物利用運送事業

法（平成元年法律第八十二号）の許認可等を得る必要がある場合には、

当該許認可等を得るための基準に適合するとともに、欠格事由に該当し

ないかどうか審査する。 

⑵ 軌道運送高度化事業に関する留意事項 

軌道運送高度化事業については、新たに軌道を整備する場合のみなら

ず、既に軌道事業が営まれている路線で軌道運送高度化事業を実施する

場合においても、地方公共団体、軌道経営者、道路管理者等が一体とな

って、快適性、走行性に優れ、低床化されているなど乗降の円滑化が図

られた車両の導入、走行環境の改善、停留所周辺における乗降の円滑化

等の確保・向上に努め、ハード及びソフト施策を総合的かつ一体的に実

施することが望ましい。 

⑶ 道路運送高度化事業に関する留意事項 

道路運送高度化事業については、次の点に留意する必要がある。 

法第二条第七号イに掲げる事業については、バス事業の高度化と併せ

て、道路管理者、公安委員会等が講ずる走行円滑化措置が行われること

が必要であり、また、連節バスの円滑な導入に当たっては、通常車両の

場合と比べ、より多くの手続を要し、地方公共団体、国、道路管理者、

公安委員会等の連携及び協力を得ることが不可欠であることから、協議

会等において、特にこれらの関係者と緊密な協議を行う必要がある。 

同号ロに掲げる事業については、単に新技術を導入するだけでなく、

地域のニーズや課題に的確に対応し、かつ、運送サービスの質の向上が

図られるものとなるよう、地方公共団体等とも十分に連携することが望

ましい。 

同号ハに掲げる事業については、電気自動車は、走行時において二酸

化炭素などの温室効果ガスを排出しないことから地域の脱炭素化につな

がることはもとより、騒音及び振動の程度が低く、かつ、転倒防止につ

ながる優れた加減速性能を有する、利便性及び安全性の観点からも優れ

た移動手段であり、その静穏性を生かして観光地等における魅力的な移

動手段となることも想定されるなど、地域全体の価値向上につながるこ

とが期待され、その導入する路線等の検討に当たっては、こうした走行

特性や航続距離なども踏まえることが重要である。 

⑷ 海上運送高度化事業に関する留意事項 
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海上運送高度化事業については、海上運送事業の運送サービスの質の

向上に加え、陸上の公共交通との円滑な乗継ぎを組み合わせなければ、

地域のニーズを満たすことができない場合も多いことから、海上運送高

度化事業の実施と併せた、陸上の公共交通の再編や利便性向上策も実施

することが望ましい。また、運航に多くの燃料油を消費する海上運送事

業の特性を踏まえ、新たな船舶の導入に際しては、経済性の向上及び環

境負荷の低減にも留意することが必要である。 

⑸ 鉄道事業再構築事業に関する留意事項 

鉄道事業再構築事業は、大量輸送機関としての鉄道の特性を生かした

地域旅客運送サービスの持続可能な提供が困難な状況にある路線の全部

又は一部の区間を対象に、地方公共団体等の支援を受けつつ事業構造の

変更を行うとともに、利用者の利便を確保するものであり、事業継続が

困難となり、又は困難となるおそれがある赤字の鉄道事業者のみなら

ず、制定時の旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律

（昭和六十一年法律第八十八号）第一条に規定する旅客会社（以下「Ｊ

Ｒ各社」という。）や大手民鉄（十六社）のローカル路線の区間も対象

となる。また、鉄道事業再構築事業の対象となる区間については、旧日

本国有鉄道経営再建促進特別措置法施行令（昭和五十六年政令第二十五

号。以下「旧国鉄再建特措法施行令」という。）第三条柱書に規定する

バス転換の基準であった旅客輸送密度四千人未満の区間か否かを目安と

する。 

また、事業構造の変更に加えて利用者利便の確保が鉄道事業再構築事

業の要件とされていることを踏まえ、地方公共団体等は、ＪＲ各社や大

手民鉄（十六社）のローカル路線の区間を含め、対象区間に係る旅客鉄

道事業について、事業者の経営の改善の観点ではなく、あくまで利用者

利便の確保の観点から、一種の公共財・社会インフラとみなして関与す

ることが期待される。 

事業構造の変更については、重要な資産の譲渡及び譲受や事業の実施

主体の変更等、様々な形態が含まれるが、それらが事業構造の変更に該

当するかについては、鉄道事業再構築実施計画の実施期間（原則として

十年以上）を通して、対象区間の維持と利便性の確保を図っていくため

の官民の合理的な役割分担が協定等により取り決められているかどうか

を審査する。 

また、鉄道事業再構築実施計画については、実施予定期間中の事業内

容の変更及び実施予定期間の更新が可能である。 

なお、東日本旅客鉄道株式会社、東海旅客鉄道株式会社、西日本旅客

鉄道株式会社及び九州旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ上場四社」とい

う。）の路線については、旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社

に関する法律の一部を改正する法律（平成十三年法律第六十一号）附則

第二条に基づく新会社がその事業を営むに際し当分の間配慮すべき事項
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に関する指針（平成十三年国土交通省告示第千六百二十二号）及び旅客

鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正する

法律（平成二十七年法律第三十六号）附則第二条に基づく新会社がその

事業を営むに際し当分の間配慮すべき事項に関する指針（平成二十七年

国土交通省告示第千二百七十二号）（以下「大臣指針」と総称する。）

に留意する必要がある。また、四１⑵で述べるとおり、ＪＲ各社のロー

カル路線の区間のうち、我が国の基幹的鉄道ネットワークを形成する区

間については、当面、再構築協議会の対象としない一方、大量輸送機関

としての鉄道の特性を生かした地域旅客運送サービスの持続可能な提供

が困難な状況にある区間については、地域公共交通計画に位置付けられ

た場合には、鉄道事業再構築事業の対象となり得る。 

⑹ 鉄道再生事業に関する留意事項 

鉄道再生事業については、廃止届出がされた鉄道事業の全ての再生を

図ろうとするものではなく、地方公共団体等の具体的な支援方針及びこ

れを踏まえた鉄道事業者の経営判断を前提に、費用負担のあり方を含

め、協議対象事項について両者の間で合意がなされた場合に、鉄道再生

事業の実施が可能となること、また、鉄道再生事業に係る協議に際して

は、効率的な運営により可能な限り迅速に結論が得られるべく双方が努

力する必要があることに留意する必要がある。 

⑺ 地域旅客運送サービス継続事業に関する留意事項 

地域旅客運送サービス継続事業については、一般乗合旅客自動車運送

事業又は国内一般旅客定期航路事業（以下「一般乗合旅客自動車運送事

業等」という。）に係る路線等の収支状況を勘案し、一般乗合旅客自動

車運送事業等を営む者からの申出等を契機として、地域の関係者間の協

議において、当該路線等の維持困難性について認識を共有し、地域の共

通認識として明確化した上で、公募に関する実施方針の作成を行うもの

とする。 

実施方針の作成に当たっては、効率性・利便性等の観点から、その地

域にあるべき一般乗合旅客自動車運送事業等の姿について、地域の関係

者と十分に協議することが重要である。その際、路線ネットワークに限

らず、運賃やダイヤなどのサービス面も踏まえ、地域公共交通の利用者

の利便性を向上させることが重要であるとともに、公共交通サービスの

みでは地域の移動ニーズに対応しきれない場合には、スクールバス、福

祉輸送、商業施設の送迎サービスなど地域の輸送資源の活用も含め、検

討することが望ましい。 

⑻ 貨客運送効率化事業に関する留意事項 

貨客運送効率化事業については、過疎地などにおける貨客混載の導入

により、物流サービスの生産性向上と相まって、地域旅客運送サービス

の持続可能な提供の確保を図ることが重要であることを念頭に置いて実

施することとする。 
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貨客混載の取組にあたっては、地域の物流事業者との適切な役割分担

により、効果的かつ効率的に実施していくことが望ましいため、関係す

る公共交通事業者に加え、地域の物流事業者と緊密な連携を図る必要が

ある。 

⑼ 地域公共交通利便増進事業に関する留意事項 

地域公共交通利便増進事業については、地域全体の公共交通を、路線

ネットワークとしてのみならず、運賃やダイヤなどサービス面を含めて

総合的かつ網羅的に捉え、コンパクトなまちづくり等の地域戦略との一

体性を確保しつつ、公共交通の効率性を高めながら、地域のニーズにき

め細かく対応することで利便性の高い地域旅客運送サービスの持続可能

な提供を確保することを念頭に置いて、実施することとする。この場合

において、地域公共交通利便増進事業を実施する区域内の既存の公共交

通サービスについて、路線、運行回数・時刻、運賃、乗継ぎ、情報提供

等のサービス内容を具体的かつ網羅的に検証し、地域公共交通の利用者

の利便を増進することが必要となる。具体的には、都市機能へのアクセ

スを確保するための幹線交通、中心部における循環型の公共交通、幹線

交通と連絡した支線交通などの確保をはじめとして、路線ネットワーク

の観点からの見直しを行うとともに、特に中心部においては、等間隔運

行などのダイヤ面や、定額制乗り放題運賃や乗継ぎ割引運賃などの運賃

面での公共交通サービスの改善を図ることが重要である。これと併せ

て、交通結節点の整備による乗継円滑化、コミュニティバスや乗合タク

シー、自家用有償旅客運送など多様な運送サービスの導入等を適切に組

み合わせながら、住民の協力を含む関係者の連携の下、地域公共交通の

利用者の利便を増進していくことが期待される。また、鉄道路線の全部

又は一部の区間を廃止し、併せてバス等により新たな公共交通体系を実

現しようとする場合も、地域公共交通利便増進事業の活用が可能であ

る。 

公共交通サービスの改善を図るに当たって、複数事業者間の路線、ダ

イヤ、定額運賃などの調整が必要となる場合には、独占禁止法特例法に

基づく共同経営計画の作成を積極的に検討し、同法による独占禁止法の

適用除外に係る特例と、地域公共交通利便増進事業の一体的な活用を図

ることが重要である。 

また、地域公共交通利便増進事業を実施する区域においては、当該事

業の実施期間中、実施主体たる公共交通事業者、地方公共団体等は、地

域公共交通利便増進実施計画（以下「利便増進実施計画」という。）に

基づき、当該利便増進実施計画に定められた路線、運行回数、運賃等を

内容とする公共交通サービスを持続的に提供するとともに、そのサービ

スの実施状況について、適時・適切に把握・評価し、その評価結果に基

づいた地域における議論を踏まえつつ、事業内容を柔軟に見直すことに

より、一層実効性の高い計画としていくことが求められる。 
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地方公共団体は、利便増進実施計画を定めようとするときは、あらか

じめ、地域公共交通利便増進事業を実施しようとする者の同意を得なけ

ればならず、併せて、事業内容に関係を有する公共交通事業者や道路管

理者、公安委員会など必要な関係者に対して、意見聴取を行わなければ

ならないこととされていることに留意する必要がある。このように、地

域公共交通における利用者の利便の増進に向けて、地方公共団体と公共

交通事業者等が緊密に連携して取り組むことが必要不可欠である。 

なお、利便増進実施計画の策定に向けた協議においては、二３⑵で述

べたとおり、独占禁止法の規定に抵触しないよう留意する必要がある

が、独占禁止法特例法に基づく共同経営計画の作成を前提として協議を

行う場合には、同法に基づく定額運賃・料金、路線等の共同・分担運

行、運行回数等の設定について、協議会において複数事業者間で個別具

体的に協議を行うことができる。 

また、地域公共交通利便増進事業の実施期間中に、当該地域公共交通

利便増進事業の実施区域において新たに三１⑺に規定する一般乗合旅客

自動車運送事業等を営もうとする者が現れた場合には、当該者の協議会

への参加を促すとともに、利便増進実施計画を見直し、当該者も事業の

実施主体として位置付けることが望ましい。 

一方で、認定を受けた地域公共交通利便増進事業の実施区域において

新たに一般乗合旅客自動車運送事業を営もうとする者等からの事業許可

等の新規参入の申請があった場合には、国土交通大臣は、当該新規参入

に係る事業の許可等に際し、利便増進実施計画の維持が困難となり、公

衆の利便が著しく阻害されるおそれがないか審査することとしている。 

さらに、国土交通大臣は、新規参入をした一般乗合旅客自動車運送事

業者に対し、その事業の経営により利便増進実施計画の維持が困難とな

るため、公衆の利便が著しく阻害されるおそれがあると認めるときは、

公衆の利便を確保するためやむを得ない限度において、当該事業の実施

方法の変更を命ずることができる。 

なお、道路運送法において、国土交通大臣は、一定の新規参入の申請

があった場合に当該申請があった旨を関係地方公共団体に通知するもの

とされているところ、同法に基づく通知を受けた地方公共団体は、当該

申請に対する意見を国土交通大臣に提出することができる。当該意見の

提出に当たっては、地方公共団体が中心となって地域の関係者と議論

し、当該新規参入が利便増進実施計画に与える影響について実証的かつ

定量的に明らかにすることが必要である。 

地方公共団体と交通事業者が協定を締結して、エリア内の路線を一括

して複数年にわたって運行する「エリア一括協定運行事業」に取り組も

うとする場合には、利便増進実施計画に、交通サービス水準、費用負担

等、実施方法に関する事項を記載することができる。 

エリア一括協定運行事業を実施する区域においても同様に、一般旅客
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自動車運送事業の許可又は事業計画の変更の認可の申請があった場合、

それにより利便増進実施計画の維持が困難となり、公衆の利便が著しく

阻害されるおそれがあるか否かを審査することとする。その審査に当た

っては、当該利便増進実施計画に記載された協定で定められたサービス

水準による運行の実施見込み等を踏まえ、判断することとする。法第二

十七条の十八第八項の規定により、当該利便増進実施計画の認定を受け

た地方公共団体が、当該申請に対し意見を提出する場合には、このよう

な観点を踏まえることが望ましい。 

２ その他留意事項 

地方公共団体は、地域公共交通計画に定めようとする事業について、関

係する公共交通事業者等、道路管理者、港湾管理者、公安委員会、住民及

び公共交通の利用者等と十分に協議し、その意向等を踏まえるとともに、

事業間の連携及び調整を図ることが必要不可欠であることから、協議会制

度を有効に活用し、地域公共交通計画の作成及び事業実施の円滑化を図る

ことが求められる。 

地域公共交通計画作成後、地域公共交通計画に定められた事業が早期

に、かつ、当該地域公共交通計画の目標に沿って順調に進展するよう、地

方公共団体は、事業の実施状況の把握、これに係る情報提供、協議会の活

用等による事業を実施すべき者との協議及び連絡調整等に努めることとす

る。 

なお、地域公共交通計画に定められた事業の実施に当たっては、交通の

安全及び円滑の確保並びに生活環境の保全について配慮する必要がある。 

地域公共交通計画に位置付けられた地域公共交通は、地域の目指すべき

将来像を実現するために必要な公共財・社会インフラとしての側面を有す

るものであり、これに対する支援は、民間事業に対する支援にとどまら

ず、地域社会に対する支援という側面があることに留意して、国による支

援に加え、地方公共団体も支援を充実させることが期待される。また、地

域公共交通を維持・充実させることは、まちづくり、観光振興等の地域振

興施策、さらには健康・医療、福祉・介護、教育、環境等の様々な分野で

も大きな効果をもたらすことを踏まえ、地方公共団体の内部部局間での連

携や、地方公共団体相互の連携等多様な主体が連携して支援を行うあり方

について検討を行うべきである。 

四 再構築方針の作成に関する基本的な事項 

１ 再構築協議会に関する事項 

一部のローカル鉄道においては、人口減少や少子化、自家用自動車の普

及やライフスタイルの変化等の外的要因により、輸送人員が大幅に減少

し、大量輸送機関としての鉄道の特性が十分に発揮できていない状況が見

られる。こうした状況の中で、地域の関係者や当該ローカル鉄道の利用者

にとって最適な形での交通手段の維持・確保を鉄道事業者の経営努力のみ

に委ねることは限界があり、まちづくりや観光振興に取り組む沿線の地方
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公共団体との連携と協働を通じ、鉄道輸送の高度化やバス等への転換とい

った再構築に取り組むことが急務である。 

地域の関係者相互間の連携と協働を通じたこうした取組の検討は、関係

地方公共団体が主体となった二３の協議会その他の協議の場において行わ

れるのが基本である。ただし、連携と協働に当たっては、広域的な観点か

らの検討が必要であり、また、利用者数の落ち込みが極めて厳しいこと

や、利用者利便が大幅に損なわれていること等早急な改善が求められる場

合など、こうした連携と協働に国が関与することが特に必要であると認め

られる場合には、地方公共団体又は鉄道事業者の要請に基づき、国におい

て再構築協議会を組織することとなる。 

⑴ 再構築協議会の組織に係る区間 

次の三つの要件をいずれも満たす区間は、再構築協議会の組織の対象

となる。 

① 鉄道路線のうち、二以上の都道府県の区域にわたるもの又は一の都

道府県の区域内にのみ存する路線で他の路線と接続して二以上の都道

府県の区域にわたる鉄道網を形成するものとして国土交通大臣が定め

るものの全部又は一部の区間 

先述のとおり、ローカル鉄道の再構築に関する検討を含め、地域公

共交通の活性化及び再生に関する協議は、引き続き、関係地方公共団

体が主体となった二３の協議会その他の関係者による協議の場におい

て行うことが基本となる。したがって、再構築協議会の組織の要請に

至る前に、まずは、地方公共団体と鉄道事業者との間で協議を行うこ

とが望ましい。 

他方で、一般的に鉄道は広域的な交通ネットワークを形成してお

り、複数の地方公共団体を含む多くの関係者にまたがる複雑な調整が

必要となることもある。国がこのような広域的な調整の観点から、関

係者相互間の連携と協働の促進に向けて関与することが求められる場

合には、国は再構築協議会を組織することとする。 

「一の都道府県の区域内にのみ存する路線で他の路線と接続して二

以上の都道府県の区域にわたる鉄道網を形成するものとして国土交通

大臣が定めるもの」については、地方公共団体又は鉄道事業者から相

談があった場合に、利用実態等を踏まえ、他の路線と一体となって機

能しており、広域的な交通ネットワークの一部を構成しているものに

ついて、国土交通大臣が当該路線及びその区間を個別に告示する。基

本的に一の都道府県の区域内にのみ存する路線については地方公共団

体が主体的に協議の場を設けることが期待されるが、幹線に接続し、

観光利用など広域的な旅客流動が認められる場合や、広域的な視点が

必要となる場合など一の都道府県において交通手段再構築の方策を検

討することが困難な場合には国の関与が必要と考えられるため、個別

具体的に指定の必要性を確認する。 
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なお、ＪＲ各社のローカル路線の区間のうち、特急列車等の優等列

車が拠点都市間を相互に連絡する区間を含む区間で設定されており、

相当程度の利用がある区間のほか、貨物鉄道が現に走行しており、全

国一元的な貨物鉄道輸送サービスの一部として重要な役割を果たして

いる区間、災害時や有事において貨物列車が走行する蓋然性が高い区

間など、国とＪＲ各社との間で、我が国の基幹的鉄道ネットワークを

形成する区間として確認した区間は、当面、再構築協議会における協

議の対象としない。 

② 大量輸送機関としての鉄道の特性を生かした地域旅客運送サービス

の持続可能な提供が困難な状況にある区間 

大量輸送機関としての鉄道の特性を生かした地域旅客運送サービス

の持続可能な提供が困難な状況にある区間の判断基準としては、三１

⑸の鉄道事業再構築事業の要件と同様、旧国鉄再建特措法施行令第三

条柱書に規定するバス転換の基準であった旅客輸送密度四千人未満の

区間であるか否かが目安となる。 

③ 交通手段再構築を実施するためには関係者相互間の連携と協働の促

進が特に必要と認められる区間 

再構築協議会における協議の対象となる区間は、交通手段再構築を

実施するためには関係者相互間の連携と協働の促進が特に必要と認め

られる区間に限られることから、当面、旅客輸送密度千人未満の区間

を中心に、早急な改善が求められる区間を優先することとする。 

この点、旅客輸送密度千人未満の区間については、早急な改善が求

められることから、沿線の地方公共団体が主体的に二３の協議会その

他の協議の場を設けるか、又は国が組織する再構築協議会において協

議を行うかのいずれかの対応をとることが強く期待される。 

⑵ ＪＲ各社のローカル路線の区間の取扱い 

再構築協議会の組織の判断に当たっては、ＪＲ上場四社については、

大臣指針において、国鉄改革の実施後の輸送需要の動向その他の新たな

事情の変化を踏まえて現に営業する路線の適切な維持に努めるととも

に、路線を廃止しようとするときには、地方公共団体等に対して事情の

変化を十分に説明することとされていることに留意する必要があり、単

に路線の収支が赤字であるということのみでは、再構築協議会を組織す

る理由とならない。ただし、人口減少や少子化、自家用自動車の普及や

ライフスタイルの変化等の外的要因により、大幅に輸送需要が減少して

いる場合には、輸送需要に見合った、より利便性と持続可能性の高い地

域旅客運送サービスの実現を図るために、交通モードの最適化に向けた

協議を行うことは否定されず、再構築協議会における協議の対象となり

得る。 

⑶ 沿線の地方公共団体への意見聴取 

沿線の地方公共団体又は鉄道事業者から再構築協議会を組織するよう
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要請があった場合、国土交通大臣は、当該要請があった区間の沿線の地

方公共団体に対し、二３の協議会その他の協議の場において協議を行う

か、再構築協議会における協議への参加意向を含めた意見聴取を行い、

再構築協議会を組織する必要性及び対象区間を個別具体的に判断する。

この際、市町村の圏域にまたがる路線を対象とする場合には、市町村を

包括する広域の地方公共団体である都道府県の意見を聴くこととする。 

再構築協議会の組織に際し、一部の地方公共団体が参加の意思を表示

しない場合には、国として地方公共団体からその理由を聴取しつつ、都

道府県とも連携して理解を求めることとする。 

⑷ 再構築協議会の構成員 

再構築協議会の構成員については、国土交通大臣、法第二十九条の三

第三項に規定する特定区間（以下「特定区間」という。）をその区域に

含む地方公共団体、特定区間に係る旅客鉄道事業を経営する鉄道事業

者、関係する公共交通事業者等、道路管理者、交通手段再構築に係る事

業を実施しようとする者、公安委員会のほか、国土交通大臣が必要と認

める者を選任することとする。 

国土交通大臣が必要と認める者については、沿線住民、高齢者や障害

者を含む地域公共交通の利用者、学識経験者、労働者、物流事業者、福

祉・介護関係事業者、ＮＰＯ、商業施設、地元企業、病院、学校、観光

事業者等の主体が考えられ、地方公共団体や鉄道事業者の意見を聴きつ

つ、地域の実情を踏まえて選任するものとする。特に、学生、高齢者、

障害者など、交通手段再構築により大きな影響を受ける利用者のニーズ

を把握することは重要であり、再構築協議会の構成員に選任する、再構

築協議会として公聴会・ヒアリングを行う、又は別途住民説明会を行う

など、地域の実情に応じて適切な方法を選択し、丁寧に意見を聴くもの

とする。 

また、再構築協議会の構成員は後から追加して選任することも可能で

あり、議論の状況に応じて、適切な者を選任するものとする。 

なお、特定区間をその区域に含む地方公共団体、特定区間に係る旅客

鉄道事業を経営する鉄道事業者、関係する公共交通事業者等、道路管理

者、交通手段再構築に係る事業を実施しようとする者については、再構

築協議会を組織する国土交通大臣から再構築方針の作成に関する協議を

行う旨の通知を受けた場合には、災害対応が必要な場合等、正当な理由

がある場合を除き、当該協議に応じなければならないこととされている

ことに留意する必要がある。 

⑸ 関係する地方公共団体及び公共交通事業者等に求める必要な協力 

再構築協議会において、具体的なファクトとデータに基づき議論を進

めるため、再構築協議会の構成員である鉄道事業者には、特定区間に係

る利用状況や収支状況など、議論に資するファクトとデータの共有が求

められる。 
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加えて、特定区間をその区域や営業区域に含まない地方公共団体や公

共交通事業者等であっても、二次交通等を通じて、特定区間に関係する

ものに対しては、資料の提供、意見の表明、説明その他必要な協力を求

めることができることとされていることに留意する必要がある。 

⑹ 再構築協議会における協議 

地域公共交通としての利便性と持続可能性を早急に改善する観点か

ら、交通手段再構築実証事業を行う場合も含め、協議開始後三年以内を

一つの目安とする合理的な期限内に、地方公共団体と鉄道事業者が合意

の上、再構築方針を作成すべきであり、再構築協議会における初回の協

議において、これを確認することを基本とする。なお、合理的な期限内

に結論が出ない場合でも、真摯な協議が行われている場合にあっては、

協議を打ち切ることなく丁寧な合意形成に努めるべきである。これらの

点については、ローカル鉄道の再構築を二３の協議会で協議する場合も

同様の扱いとすることが望ましい。 

再構築協議会は、対象区間に係る交通手段再構築について協議を行う

場であり、利便性確保を通じた鉄道輸送の維持・活性化のほか、路線バ

ス等の他の交通モードへの転換の可能性や、地域のまちづくりや観光振

興等を踏まえ、最適な交通手段のあり方が検討されるべきである。 

協議に当たっては、多様な主体が議論に参加し、幅広い意見を聴くこ

とが望ましく、少数派の意見も考慮して、丁寧な合意形成に努めるべき

である。また、廃止ありき、存続ありきという前提を置かず、具体的な

ファクトとデータに基づき、透明性を確保して議論していくことが重要

であり、国はあくまで中立的な立場からそうした議論を促していく。ま

た、区間のあり方についての議論に当たっては、旅客数や収支だけで判

断するのではなく、地域公共交通の利用者や地域に与える影響等を十分

に考慮して、地域公共交通がもたらすクロスセクター効果も踏まえなが

ら総合的に判断すべきである。さらに、会議開催後速やかに議事録を公

開するなど、最大限透明化を図る。 

再構築協議会の事務局は地方運輸局が担い、会場費、調査委託費等の

必要経費については、国を含む関係者が協議により応分の負担をするこ

とを基本とする。 

２ 交通手段再構築実証事業に関する事項 

再構築協議会においては、再構築方針の作成に向けて、交通手段再構築

の方策案の有効性を検証するため、交通手段再構築実証事業を行うことが

できる。交通手段再構築実証事業を実施し、ＰＤＣＡサイクルを回しなが

ら関係者の合意形成を図っていくことが有効となる。この際、各地域の実

情や実証の目的に応じて適切に課題・対応策・実証期間を設定すること

で、関係者の理解を得た上で効果的な再構築方針を作成していくことが可

能となることに留意する必要がある。 

３ 再構築方針に関する事項 
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再構築協議会において協議が調ったときは、再構築方針を作成すること

となるが、その記載事項については、二１の地域公共交通計画の記載事項

の趣旨を踏まえるとともに、以下に定めるところによるものとする。 

⑴ 交通手段再構築を法第二十九条の三第二項各号に掲げる措置のどちら

の措置により実施するかの別その他の交通手段再構築に関する基本的な

事項 

再構築方針においては、特定区間において、以下に掲げる措置のどち

らの措置により交通手段再構築を実施するかの別を記載するものとす

る。 

なお、関係者の合意に基づかない再構築方針の作成は行わないことは

言うまでもなく、再構築方針には、関係者において十分に協議した上

で、地域におけるまちづくりや観光振興等の取組の方向性と最も整合的

な地域公共交通のあるべき姿を定めるべきであり、いずれの措置による

場合においても、地方公共団体、鉄道事業者を含めた関係者は、その実

現に最大限協力すべきである。 

① 地域のまちづくりや観光振興等の取組に不可欠なものとしての鉄道

輸送を維持した上で、利用者利便を確保する措置 

特定区間において、鉄道を地域にとって基幹的な地域旅客運送サービ

スとして引き続き維持していく必要性が認められる場合、利用者の利便

性の確保を図るため、列車の増便、利用実態を踏まえた運行ダイヤの変

更、新たな設備投資、上下分離や第三セクター化等を実施することが考

えられ、こうした取組は、鉄道事業再構築事業を活用して実施すること

が想定される。 

また、上記の取組に加え、鉄道と路線バス等の他の交通モードとの役

割の明確化を図るため、鉄道の運行時間や路線バス等の運行ルート・運

行時間を変更するといった二次交通に関する取組を併せて実施すること

も重要である。こうした取組は、鉄道事業再構築事業の利用者の利便の

確保に関する事項として実施することや、別途、地域公共交通利便増進

事業を活用して実施することが想定される。 

② 輸送需要の実態に合わせて、鉄道の全部又は一部を他の交通モード

に最適化し、利用者利便を確保する措置 

地域や特定区間の状況によっては、鉄道が担ってきた地域旅客運送サ

ービスの全部又は一部をバス等の鉄道以外の交通モードによって提供

し、停留所の新設や移設、運行回数の増加等を機動的に行うことで、利

用者ニーズに対応した、よりきめ細かいサービス提供が可能になる場合

もある。また、鉄道事業者が負担する固定費の軽減により、持続可能性

が向上する場合もある。 

この場合、特定区間の全部又は一部の区間を対象に、利用者ニーズを

踏まえて、路線バスや乗合タクシーの導入、既存路線バスの運行ルート

の変更、鉄道と路線バス等の対面乗換えを可能とする駅施設の整備等を
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実施するものとする。こうした取組は、地域公共交通利便増進事業を活

用して実施することが想定される。 

⑵ 交通手段再構築を実施する区域 

鉄道は、その路線が広域的に形成される特性を有し、複数の市町村に

またがる交通手段再構築が必要となると想定されるため、関係市町村や

都道府県が連携して、地域にとって最適な地域旅客運送サービスの持続

可能な提供を確保するよう取り組むこととする。 

⑶ 交通手段再構築の目標 

⑴の基本的な事項に即して、目標を設定することとする。目標の設定

の際には、地域の関係者が共通認識を持って取組を推進することができ

るよう、可能な限り具体的かつ明確な目標を設定するよう努めるべきで

ある。それぞれの地域の旅客運送サービスが現状においてどのようなレ

ベルにあるかをできる限り客観的に認識した上で、地域が自らの目指す

方向性を可能な限り具体的な数値目標として明示することが重要であ

る。特に、地域公共交通の利用者数や収支状況、当該地域公共交通の維

持・確保に投じられる公的負担額など事業の効率性に関する指標につい

て、定量的に設定するよう努めるべきである。 

また、地域公共交通の確保・充実により、経済振興や健康・医療、福

祉・介護、教育、環境等の他の行政分野における公的負担額を間接的に

軽減しているクロスセクター効果があると考えられること、加えて多様

な関係者の主体的な参画を促す観点から、単に事業・施策を実施した結

果であるアウトプットのみに着目するのではなく、その実施により交通

が生み出す成果であるアウトカムに着目して目標を設定することが望ま

しい。 

当該目標は、必ずしも大量輸送特性の回復を目指す必要はないもの

の、地域のまちづくりや観光振興等の取組の方向性と整合的なものでな

ければならない。 

⑷ 交通手段再構築の目標を達成するために行う事業及びその実施主体に

関する事項 

再構築方針の目標を達成するために必要となる事業及びその実施主体

の検討に当たっては、まず、ローカル鉄道による地域旅客運送サービス

の利便性と持続可能性の確保の観点から、目標を達成するために実施さ

れるべき交通手段再構築の全体像を示すことが重要である。 

その際には、新たに実施する取組だけでなく、既存路線の維持・活性

化といった継続的な取組や、鉄道事業者をはじめとする公共交通事業者

による取組のほか、交通手段再構築の目標達成のために必要となる事業

を公的支援の有無にかかわらず可能な限り網羅的に記載することが望ま

れる。各種事業が相互に連携して相乗効果を創出し、その利便性及び効

率性の向上が図られるよう、地域の関係者の間で十分な調整を行い、事

業間の整合性を確保することが重要である。 
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地域公共交通に関するニーズや課題は多種多様であることから、その

活性化及び再生に当たっては、地域の多様な関係者が連携と協働を行

い、地域の実情に応じ創意工夫を凝らして、事業を実施していくことが

重要である。このため、再構築方針には、地域旅客運送サービスの持続

可能な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生に関する取組

を幅広く盛り込むことが望ましい。 

⑸ 交通手段再構築の目標の達成状況の評価に関する事項 

交通手段再構築の達成状況の評価の方法としては、再構築方針に定めた

数値目標と実績値を比較して行うことが考えられる。ただし、評価に当た

っては、地域公共交通が、クロスセクター効果を有することにも留意する

必要がある。さらに、地域公共交通が有する定量的に把握することが困難

な価値については、丁寧に意見を聴くことが望ましい。 

再構築協議会は、原則として、毎年度、再構築方針に定められた施策

の実施状況に関する調査、分析及び評価を行うこととし、その結果に基

づき、地方公共団体や地域の関係者が議論を行った上で必要と認めると

きは、当該施策の内容を変更することが望ましい。 

なお、再構築協議会の終了後も、国として、再構築方針で定められる

交通手段再構築の目標の達成状況の評価が適時適切に行われるよう促し

ていくとともに、地域が評価の結果を踏まえ、検討を行い、交通手段再

構築の事業の見直し等を行うときは、的確な支援を行うものとする。 

⑹ 交通手段再構築の実施時期 

交通手段再構築の実施時期は、特定区間が既に危機的な状況にあり、何

らかの対策を早急に講ずることが必要なことから、再構築協議会における

協議開始後、交通手段再構築実証事業を行う場合も含めて三年以内に結論

を出すことが目安とされていることを踏まえ、交通手段再構築の方策の決

定後可能な限り速やかに設定すべきである。ただし、交通手段再構築の目

標として定める内容や地域の実情等を踏まえて、柔軟に設定することを妨

げない。 

⑺ 都市計画等との調和 

再構築方針を作成する地域において、立地適正化計画、観光圏の整備

による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律第四条に規定する観

光圏整備計画や、地球温暖化対策の推進に関する法律第二十一条に規定

する地方公共団体実行計画など、他の分野の計画が策定されている場合

には、再構築方針にその旨を明示し、これらの計画との連携を図るべき

旨を地域の関係者が十分に共有した上で、取組を行うことが望ましい。 

とりわけ、公共交通は、都市の装置として重要なものであり、都市の

骨格を形成するという観点から、都市計画、都市計画法第十八条の二に

規定する市町村の都市計画に関する基本的な方針、中心市街地の活性化

に関する法律第九条に規定する中心市街地の活性化に関する施策を総合

的かつ一体的に推進するための基本的な計画との調和の確保に留意する
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とともに、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第二

十四条の二に規定する移動等円滑化の促進に関する方針及び同法第二十

五条に規定する移動等円滑化に係る事業の重点的かつ一体的な推進に関

する基本的な構想との調和の確保にも留意する必要がある。 

⑻ 利害関係者への意見聴取 

再構築方針の作成に当たっては、住民、利用者等の利害関係者の意見

を適切に反映するため、意見聴取等の措置を講ずることとする。地域に

とってあるべき公共交通の姿を協議していく上では、幅広く意見を聴い

て議論していくべきであり、形式的な意見聴取に終わることのないよ

う、丁寧に対応していくことが重要である。 

具体的には、公聴会の開催、再構築協議会におけるヒアリング、アン

ケート調査、インターネットを活用した意見公募等の措置が考えられ、

議論の進展状況に応じて複数回措置を講ずるなど、地域の実情に応じて

適切に対応していくことが重要である。 

４ その他留意事項 

再構築方針において、鉄道輸送を維持した上で、利用者利便を確保する

措置が定められる場合、ＪＲ各社のローカル路線の区間については、原則と

して、ＪＲ各社が引き続き運行主体となることが必要であるが、バス等の他

の交通モードに最適化し、利用者利便を確保する措置が定められる場合にお

いても、特にＪＲ各社は、地域のモビリティを長年にわたって担ってきた経

緯等を踏まえ、沿線の地方公共団体や地域のバス事業者等との連携と協働に

より、その持続的な運行及び利便性の確保に向け、十分な協力を行うべきで

ある。その具体的な手段としては、グループ会社による運行、地元企業への

運行委託、代替交通の運行会社への共同出資等、多様な手段があり得るが、

これらの例に限らず様々な可能性を沿線の地方公共団体と協議しながら検討

し、最適な代替手段を選択すべきである。また、鉄道区間との乗継ぎの利便

性及び運賃の連続性の確保や、観光を含めた地域振興にも引き続き協力し、

当該地域との関係性を継続するよう努めるべきである。 

また、再構築協議会における協議に当たっては、公共交通事業者の間

で、公共交通サービスに係る個別具体的な運賃・料金、運行回数、路線・運

行系統等について合意がなされるなど、独占禁止法の規定に抵触する行為が

行われないよう留意する必要があるが、独占禁止法特例法第十条に規定する

共同経営計画の作成を前提として協議を行う場合には、同法に基づく定額運

賃・料金、路線等の共同・分担運行、運行回数等の設定について、当該再構

築協議会において複数事業者間で個別具体的に協議を行うことができる。 

鉄道事業法第十六条第四項による協議運賃（地域の関係者間での協議が

調い、柔軟に設定された運賃をいう。）については、交通手段再構築の方策

の一つとして有効なものであり、認可された上限運賃を超えた運賃の設定も

想定されるが、その場合、利便性の向上等、地域の利用者の理解を得るため

の取組を行うことが前提となる。 
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五 新地域旅客運送事業に関する基本的な事項 

近年の技術の進歩等の結果、鉄道事業又は軌道事業、道路運送事業、海上

運送事業のうち二以上の事業にまたがる輸送形態であり、同一の車両又は船

舶を用いて一貫した運送サービスを提供する新たな運送サービスが出現しつ

つあるが、こうした運送サービスのうち、地域の旅客輸送需要にきめ細かく

対応した効率的な運送サービスを提供する事業を新地域旅客運送事業とし

て、その導入の円滑化を図ることとしている。 

このため、新地域旅客運送事業計画（以下五において「事業計画」とい

う。）の策定に当たっては、観光交流の促進による地域活性化や温室効果ガ

スの排出削減など環境負荷の低減、交通空白地帯の解消、乗継ぎに対する抵

抗感の解消による公共交通の円滑化等、新地域旅客運送事業の目標を可能な

限り明確に記載することとする。 

事業計画に定める事項は、基本方針に照らして適切なものであることが求

められる。事業計画の認定に当たっては、事業の目標、運行形態、維持・運

営コスト等を踏まえて、一２に掲げる目標を実現し、地域旅客運送サービス

の持続可能な提供の確保に資する効率的な運送サービスであるかどうか判断

する。 

併せて、事業計画の内容を実現するための手段、実現性、関係機関との連

携等が、新地域旅客運送事業を確実に遂行するために適切なものであるかど

うかについても審査する。 

これらの点に加え、当該新地域旅客運送事業の実施のために鉄道事業法、

軌道法、道路運送法又は海上運送法の許認可等を得る必要がある場合には、

当該許認可等を得るための基準に合致するとともに、欠格事由に該当しない

かどうか審査する。 

その他、新地域旅客運送事業の実施に当たっては、安全の確保、環境の保

全その他の適切な実施を図る観点から、関係法令に適合する必要がある。な

お、事業計画の内容に変更が生じる場合には、変更認定の申請を行う必要が

ある。軽微な変更については、変更認定を要しないこととしているが、その

場合であっても軽微変更の届出は必要であり、その他個別事業法に基づくも

のも含め、必要な手続が行われるよう留意する必要がある。 

六 新モビリティサービス事業に関する基本的な事項 

個々の利用者の移動ニーズに対応して、複数の公共交通機関や公共交通以

外の移動サービスを最適に組み合わせ、観光、小売、医療・福祉、教育等の

多様な移動以外のサービスとも連携し、一括した検索・予約・決済等を提供

するサービスであるＭａａＳなど、情報通信技術等の先端技術を活用して交

通機関利用者の利便を増進するサービスを提供する事業を新モビリティサー

ビス事業として、その導入の円滑化を図ることとしている。 

新モビリティサービス事業計画（以下六において「事業計画」という。）

の策定に当たっては、地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資す

る地域公共交通の活性化および再生を適切かつ確実に推進するために適当な
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ものであることを明らかにするため、事業を実施する区域の範囲や、事業の

目標、内容、時期並びに実施に必要な資金の額及びその調達方法を可能な限

り明確に記載することとする。 

事業計画に定める事項は、基本方針に照らして適切なものであることが求

められる。事業計画の認定に当たっては、当該事業計画に定める事項が基本

方針に照らして適切なものであるか否かを審査するとともに、関係法令への

適合性を含め、新モビリティサービス事業を確実に遂行するために適切なも

のであるか否かを審査する。なお、事業計画の内容に変更が生じる場合に

は、変更認定の申請を行う必要がある。軽微な変更については、変更認定を

要しないこととしているが、その場合であっても軽微変更の届出は必要であ

り、その他個別事業法に基づくものも含め、必要な手続が行われるよう留意

する必要がある。 

また、新モビリティサービス事業の円滑な実施のため、事業計画の策定の

段階より、地方公共団体が新モビリティサービス協議会を組織し、新モビリ

ティサービス事業者、公共交通事業者等、道路管理者、港湾管理者、地方公

共団体が必要と認める者等が連携し、協議しながら事業計画を策定し、ま

た、当該事業計画の認定後も、事業が確実に遂行されるよう、引き続き、関

係者が連携し、認定された事業計画の内容について、協議しながら実施して

いくことが望ましい。 

さらに、新モビリティサービス事業の実施に当たって、複数の公共交通機

関や公共交通以外の移動サービスが最適に組み合わされるためには、複数の

公共交通機関や公共交通以外の移動サービスに関する様々なデータについて

も、共有及び連携されることが必要不可欠であり、「ＭａａＳ関連データの

連携に関するガイドライン」等の国が定める指針等を踏まえ、共有、連携が

円滑に行われるよう事業計画上留意していることが重要である。 

なお、認定新モビリティサービス事業者その他事業計画に定めようとする

事業を実施すると見込まれる者並びに関係する公共交通事業者等、道路管理

者及び港湾管理者は、新モビリティサービス協議会を組織する地方公共団体

から事業計画の作成及び実施に関する協議を行う旨の通知を受けた場合に

は、正当な理由がある場合を除き、当該協議に応じなければならないことと

されていることに留意する必要がある。 

また、国は、新モビリティサービス事業の実施に当たって、旅行業法（昭

和二十七年法律第二百三十九号）が適用されるか否かについての疑義が生じ

ないよう、同法の規定が適用されない事項を類型化して技術的助言等におい

て明示することにより、事業の円滑な実施を促進することとする。 

七 地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の活

性化及び再生に関する事業の評価に関する基本的な事項 

地域公共交通計画の着実かつ効果的な実現を図るためには、地域公共交通

計画に掲げた数値目標の達成状況を評価するだけでなく、地域公共交通計画

に位置付けられた各種事業の実施状況を把握し、これらの事業が効果的・効
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率的に実施されているかどうかを定期的に評価することが重要である。地域

公共交通計画の達成状況の評価は、原則として、毎年度、地域公共交通計画

に定められた施策の実施状況に関する調査、分析及び評価を行うこととし、

その評価結果に基づき、地方公共団体や地域の関係者が議論を行った上で必

要と認めるときは、地域公共交通計画の内容を変更することが望ましい。 

具体的な評価方法としては、ＩＣカードやスマートフォン等の技術も活用

しつつ、平均乗車密度や収支、利用者満足度等を測定しながら、商業など関

連分野における移動以外のデータの動向を踏まえて、可能な限り定量的にサ

ービスの効率性や品質を評価すること等が考えられる。なお、サービスの効

率性や品質の向上自体が目的ではなく、地域公共交通計画の目標を効果的・

効率的に達成するための手段である点に留意する必要がある。各種事業が効

果的・効率的に実施されておらず、地域公共交通計画の目標の達成を阻害し

ている場合には、事業の実施方法を見直し、改善を図る必要がある。一方、

各種事業が十分に効果的・効率的に実施されているにもかかわらず、地域公

共交通計画の目標が達成されない場合には、事業内容が当該地域公共交通計

画の目標に照らして適切でない可能性もあるため、必要に応じて、事業内容

そのものを見直すことも重要である。 

また、評価に当たっては、地域公共交通が、経済振興や健康・医療、福祉

・介護、教育、環境等の他の行政分野における公的負担額を間接的に軽減し

ているクロスセクター効果があると考えられることから、単に事業・施策を

実施した結果であるアウトプットのみに着目するのではなく、その実施によ

り交通が生み出す成果であるアウトカムに着目することが重要である。 

八 その他地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交

通の活性化及び再生に関する事項 

１ 関係者の役割 

国、地方公共団体、公共交通事業者、住民、公共交通の利用者その他の

関係者は、地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公

共交通の活性化及び再生に向けて、それぞれの役割を果たしつつ、相互に

連携を図りながら協力するよう努めることが求められる。 

⑴ 国の役割 

① 地域の取組に対する財政的支援 

国は、地域の関係者が一体となって行う地域旅客運送サービスの持続

可能な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生のための取組

について必要な財政的支援を講ずることとする。 

特に、地域の関係者による真摯な検討と合意の下で策定され、国土交

通大臣が認定した実施計画に基づく地域公共交通の維持や利便性向上に

向けた取組に対して、国は、重点的に支援することにより、これらの実

施計画の実効性やこれらの実施計画に基づく地域の主体的な取組の持続

可能性を高めていくこととする。 

また、国は、法第二十九条の二第一項第一号に規定する出資及び貸付
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けを活用して、公共交通事業者が、地域旅客運送サービスの持続可能な

提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生のための取組を行う

際には、その取組が適切に進められるよう、独立行政法人鉄道建設・運

輸施設整備支援機構並びに関係する地方公共団体及び民間事業者の連携

の強化に努めることとする。 

その際、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構は、国並びに

関係する地方公共団体及び公共交通事業者等と連携しつつ、民業補完性

や中長期における収益性の確保等が図られるよう、十分な体制を構築し

て出資及び貸付けを実施することとする。 

② 人材育成及び情報提供 

国は、地域の関係者による、地域公共交通のあり方に関する適切な検

討・合意形成及び地域公共交通の導入・維持運営が可能となるよう、都

道府県等と連携しつつ、必要な情報、データ、ノウハウ等が収集、蓄積

及び提供されるような環境の確保に努める。併せて、地域の関係者に対

する研修、セミナー等の実施など、必要な人材の育成に努める。地域公

共交通の「リ・デザイン」に向けた議論や事業の実効性を担保するた

め、地域経営の観点から地域公共交通をコーディネートできる、外部の

専門家等の人材の確保に取り組む地方公共団体を支援することとする。 

加えて、地域公共交通を担う人材である運転者等の確保については、

基本的には事業者の努力によるべきものであるが、国としても、事業者

の取組をサポートしていくことが必要である。 

また、国は、全ての地方公共団体が、地域旅客運送サービスの持続可

能な提供の確保に努めることを踏まえ、各地域に対して地域公共交通計

画の作成等について適切な助言を行うよう努めるとともに、地域公共交

通に係る施策の実施状況に関する評価結果が送付された際には、必要に

応じて助言を行うこととする。 

③ 技術開発の推進 

国は、地域の関係者との適切な役割分担の下、地域のニーズを踏ま

え、利便性・快適性の向上、コストの低減化、技術の標準化、実用化等

のための技術開発の推進に努めることとする。また、これらの地域公共

交通の技術の普及を促進するため、地域の関係者に対して積極的な情報

提供を行うこととする。 

特に、自動車の自動運転技術については、地域公共交通への活用を念

頭に、持続可能性を意識したビジネスモデルの構築等も目的にしつつ、

技術開発や実証実験等を推進するとともに、事業法制や安全規制のあり

方も含め、円滑な社会実装のための環境整備を推進することとする。 

④ 安全の確保 

公共交通の安全の確保は、地域公共交通の活性化及び再生の推進を図

る上での前提であり、国は、鉄道事業、軌道事業、道路運送事業、海上

運送事業に係る各事業法の的確な運用等により、その安全の確保を図る
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こととする。 

⑤ 関係者相互間の連携と協働の促進 

地域公共交通の「リ・デザイン」を進めるため、国は、関係省庁間の

連携強化を図り、「リ・デザイン」の施策に関係する省庁の連携の下、

総合的な支援を講じていくこととする。 

また、地方の活力を維持するとともに、個性あふれる地方の創生を図

っていくことを念頭に置きつつ、地域の関係者間の協議が円滑に進むよ

う、国が積極的に関与していくことが必要である。とりわけ、本省の地

域公共交通の担当部局とまちづくりの担当部局並びに地方運輸局と地方

整備局及び北海道開発局が連携を強化し、地方公共団体等への助言等を

行っていくことをより一層推進する。 

⑵ 都道府県の役割 

都道府県は、広域的な観点から、地域公共交通の活性化及び再生の取

組に主体的・主導的に取り組むことが重要である。併せて、国と連携し

つつ、市町村等を中心とした地域の関係者が行う地域公共交通の活性化

及び再生を推進するための検討、合意形成及び合意に基づく取組の実施

に必要な財政的支援、人材育成、情報提供、助言等についても積極的に

講ずることとする。その際、地域公共交通が地域の活性化という地方行

政の主要な目的を果たすための重要な手段の一つであることを十分認識

した取組とすることが必要である。 

また、市町村から広域的な地域公共交通計画の作成に係る要請があっ

たときは、都道府県は、当該地域公共交通計画の取組が当該都道府県内

の移動における幹線交通の充実や複数市町村にまたがる移動の確保に資

すると判断した場合などには、関係市町村間の調整を図るとともに、積

極的に地域公共交通計画作成に参画することが望ましい。 

さらに、地域公共交通に関する財政的基盤や組織・体制が十分でない

市町村に対しては、都道府県の支援が不可欠であり、国とも連携しつ

つ、積極的に支援していくことが望まれる。 

⑶ 市町村の役割 

市町村は、地域の実情に応じた、地域にとって最適な公共交通のあり

方について、自らが中心となって、また、他の市町村や都道府県と連携

して、関係する公共交通事業者等、道路管理者、港湾管理者、公安委員

会、住民その他の地域の関係者と検討、合意形成を図り、また、合意が

なされた取組の実施に向けて、地域の関係者と連携しつつ、主体的に取

り組むこととする。その際、地域公共交通が地域の活性化という地方行

政の主要な目的を果たすための重要な手段の一つであることを十分認識

した取組とするため、地域のニーズをきめ細かく把握し、地域の輸送資

源の総動員に向けて、関係者との調整に積極的に取り組むことが必要で

ある。 

特に、生活圏の単位が複数の市町村にまたがる場合は、他の市町村や
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都道府県と共同して地域公共交通計画を作成するなど、広域的な観点に

立って取り組むことが求められる。 

また、地域の関係者の信頼を得ながら、このような取組を効果的に実

施していくためには、地域公共交通を専門的に担当する職員や、幅広い

部局から職員が参画する横断的なプロジェクトチームを置くことも意義

が大きい。 

一方で、人材不足等のため地域公共交通を専門的に担当する職員を配

置することが困難な市町村や、ノウハウの不足している市町村について

は、国が実施する研修・セミナーや地域公共交通計画作成のためのガイ

ドライン、人材紹介の取組等の積極的な活用及び各市町村間での連携を

通じ、地域公共交通に関する施策を進めていくことが求められる。 

⑷ 公共交通事業者等の役割 

公共交通事業者は、協議会等における協議に積極的に参画するととも

に、利用者の視点に立ち、地域において合意がなされた取組を着実に実

施し、自ら又は他の公共交通事業者と連携して提供する運送サービスの

質の向上に努めることとする。特に、複数事業者が存在する地域におい

ては、独占禁止法特例法に基づく共同経営計画を活用しながら、複数事

業者間の路線、定額運賃、ダイヤなどの調整を図ることで、地域旅客運

送サービスの持続可能な提供の確保に取り組んでいくことが重要であ

る。 

その際、自らの運送サービスに係る情報について、外国人観光客を含

めた利用者が利用しやすく、分かりやすい情報の提供に努めるだけでな

く、利用者利便の更なる向上の観点から、ＭａａＳの導入を含めた公共

交通事業者同士の連携強化に取り組みながら、旅客の乗継情報等の他の

公共交通事業者のサービスに関する情報など地域公共交通全体を利用し

やすくする情報提供に努めることが望ましい。 

また、公共交通事業者は、ＩＣカードやスマートフォン等の技術も活

用しつつ、より詳細な利用実態や潜在的な需要の把握をはじめとして、

従来行ってきた事業のやり方にとらわれず、地域公共交通の利用減少を

食い止め、回復していく取組を展開するよう努めることとする。また、

経営改善の取組の企画に当たっては、大学との連携や外部人材の登用等

による企画機能の強化も有効である。併せて、こうした取組が利用者、

地方公共団体等の関係者に理解されるよう説明や周知に努め、必要に応

じ、地方公共団体に対して、地域公共交通計画の作成又は変更を提案し

ていくことが期待される。 

加えて、地域公共交通のあり方の検討に必要な情報・データを関係者

間で適切に共有することは合意形成の基盤となるため、個人情報及びプ

ライバシーの保護に配慮しつつ、そのような情報・データを積極的に提

供することが求められる。なお、情報・データの提供を受けた地方公共

団体等は、公共交通事業者の競争上の地位その他正当な利益を害さない



- 39 - 

よう、当該情報・データを適切に取り扱うこととする。 

その他、公共交通事業者には、貨客混載等の生産性向上の取組も求め

られる。 

さらに、鉄軌道、路線バスやタクシーといった従来からの公共交通を

担う事業者のみならず、自家用有償旅客運送、スクールバス、福祉輸

送、送迎サービスその他の地域の輸送資源を担う者（ＮＰＯ、学校、病

院、地元企業、観光事業者等）や、今後地域の需要に応じ、地域の輸送

資源を担う可能性がある者についても、地域の公共交通の活性化及び再

生に積極的に関与することが求められる。 

⑸ 住民、公共交通の利用者の役割 

住民や公共交通の利用者は、運送サービスを利用するという受け身の

立場だけでなく、地域の関係者の一員として、主体的に、地域旅客運送

サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再

生に向けた検討に参加するとともに、公共交通の積極的な利用や住民間

における公共交通の利用促進についての意識の醸成、さらには、住民に

よる公共交通の維持・運営等、それを支える取組を行うよう努めること

が求められる。 

２ 関連する施策との連携 

地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の

活性化及び再生に当たっては、都市機能の増進に必要な施設の立地の適正

化その他のまちづくりをはじめとして、観光振興、健康・医療、福祉・介

護、教育、環境など様々な分野における施策との連携を図ることが重要で

ある。 

国においては、関係省庁間の連携強化を図っていくとともに、地方公共

団体においては、地方の総合行政を担う立場から、まちづくり、観光振

興、福祉その他の観点を踏まえながら、これまで連携が十分でなかった分

野を含め、関連する施策との連携を図りつつ、総合的かつ計画的に施策を

実施していくことが期待される。 

さらに、近年の大規模災害の頻発、新型コロナウイルス感染症の流行

や、複数事業者間の連携の必要性の高まりを踏まえ、地方公共団体や公共

交通事業者など関係者が一体となって、次のような施策の検討を進めてい

くことも重要になってきている。 

⑴ 災害対策と連携した地域公共交通施策 

地域の住民生活や企業による経済活動を維持していく上で、豪雨や土

砂災害といった大規模災害発生時の地域の移動手段の確保は必要不可欠

であるため、平時から関係部局と連携しながら、防災に関する計画や災

害復旧施策等の災害対策を踏まえた地域公共交通施策の検討が必要であ

る。 

⑵ 大規模な感染症流行に備えた地域公共交通施策 

感染拡大防止対策を講じた運行や移動需要の減少に対応した事業の継



- 40 - 

続など、大規模な感染症の流行が発生した際の地域公共交通のあり方に

ついて、国や他の地方公共団体とも連携しながら、関係者と一体となっ

て議論していくことが必要である。 

⑶ 共同経営等を活用した地域公共交通施策 

人口減少等による利用者数の急速な減少や運転者不足の深刻化によ

り、公共交通事業者が厳しい経営環境に置かれている中、複数の事業者

間で連携して地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保を進めてい

くことが重要になってきている。そこで、国土交通大臣が認可を行った

共同経営の取組について独占禁止法の適用を除外する独占禁止法特例法

の制度を活用することが考えられる。共同経営の取組に必要な共同経営

計画を作成する場合には、地域公共交通計画等の内容や法定協議会から

聴き取った意見を踏まえ、地域の公共交通政策との調和を図り、地域住

民が真に求めるサービスの提供を目指すことが重要である。また、官民

が連携して運送サービスの維持や利用者の利便性向上を図る観点から、

共同経営計画と利便増進実施計画を一体的に策定することが望ましい。 

このような取組を通じて、地域公共交通の活性化及び再生を図り、誰

もが生き生きと暮らせる、持続可能で活力に満ちた地域社会の実現を目

指していくことが必要である。 


